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  社会福祉法人協立いつくしみの会 

 

特別養護老人ホームかりぷ・あつべつ 
≪指定介護老人福祉施設≫ 

 

 重 要 事 項 説 明 書  
当事業所は介護保険法の指定を受けています。 

 

 当事業所は、ご利用者に対して指定介護老人福祉施設サービスを提供いたします。事業

所の運営に関する規程の概要や提供するサービスの内容など、契約上ご注意いただきたい

重要な事項について、次のとおり説明いたします。 

◆当事業所のご利用は、原則として介護保険の要介護認定の結果「要介護３」以上（※）

の方が対象となります。（ただし、要介護１・２の方は特例入所の要件に該当する場合のみ

対象となります。）「要支援」の方及び要介護認定をまだ受けていない方はご入居いただけ

ませんので、ご注意ください。 

（※）65歳以上で介護保険の要介護認定の結果が「要介護３」以上、または 40～64歳で

老化に起因する疾患（特定疾患）により介護保険の要介護認定の結果が「要介護３」以上 
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この重要事項説明書は、「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」（厚生労働省令第

39 号）及び「札幌市指定介護老人福祉施設の入所定員、人員、設備及び運営の基準に関する条例」（札

幌市条例第 67 号）に基づき、入居申込者又はその家族への重要事項の説明のために作成しています。 
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１．事業所運営法人 

法 人 名 社会福祉法人 協立いつくしみの会 

法 人 所 在 地 札幌市厚別区厚別中央５条６丁目５番２０号 

電 話 番 号 

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 

０１１－８９６－１１６５ 

０１１－８９４－４４０４ 

代 表 者 氏 名 理事長 石山 建治 

法人設立年月日 １９９３年８月２０日 

ホームページ http://karipu.jp/ 

法人が行う事業 社会福祉法人協立いつくしみの会では、以下の事業を実施しております。 

【特別養護老人ホームかりぷ・あつべつ】札幌市厚別区厚別中央５条６丁目５番２０号 

・特別養護老人ホームかりぷ・あつべつ （指定介護老人福祉施設） 

・特別養護老人ホームかりぷ・あつべつ （（介護予防）短期入所生活介護） 

・訪問看護ステーションかりぷ （（介護予防）訪問看護） 

・指定居宅介護支援事業所かりぷ （居宅介護支援） 

・札幌市厚別区介護予防センター厚別中央・青葉（札幌市より委託） 

【高齢者生活支援ハウスえみな】札幌市厚別区厚別中央５条６丁目５番１号 

・高齢者生活支援ハウスえみな （札幌市より委託） 

・デイサービスセンターかりぷ （通所介護、第１号通所型サービス） 

【ケアセンターかりぷ・もみじ台】札幌市厚別区もみじ台西３丁目１番８号 

・ショートステイメイプルハウス （（介護予防）短期入所生活介護） 

・デイサービスもみじの家 （（介護予防）地域密着型認知症対応通所介護） 

・居宅介護支援事業所メイプルかりぷ （居宅介護支援） 

・ヘルパーステーションかえで （訪問介護、第１号訪問介護相当型サービス）  厚別区もみじ台西６丁目１番４号  

【ケアセンターかりぷ・上野幌】札幌市厚別区上野幌１条２丁目２番３０号 

・デイサービスののか （地域密着型通所介護、第１号通所型サービス） 

・小規模多機能ホームかりぷ （（介護予防）小規模多機能型居宅介護） 

・サービス付き高齢者住宅ぽろか （サービス付き高齢者向け住宅） 

 

 

 

２．利用事業所 

事 業 所 の 種 類 指定介護老人福祉施設 

事 業 の 目 的 事業所が、要介護状態にある高齢者に対し、適正な指定介護老人

福祉施設サービスを提供することを目的とします。 

事 業 所 の 名 称 特別養護老人ホームかりぷ・あつべつ 

事 業 所 所 在 地 札幌市厚別区厚別中央５条６丁目５番２０号 

電 話 番 号  

Ｆ Ａ Ｘ 番 号 

０１１－８９６－１１６５ 

０１１－８９４－４４０４ 

事業所の管理者  施設長 鈴木 靖枝 

開 設 年 月 日 １９９４年４月１日 

事 業 所 番 号 ０１７０５０００３７ 
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施 設 の 構 造 鉄骨鉄筋コンクリート造 地上２階 床面積 ３０３８．７０㎡ 

入 所 定 員 ８０人 

事業所の運営方針  

当事業所は、介護保険法の主旨に沿って、施設サービス計画に基づき、可能な限り、居

宅における生活への復帰を念頭に置いて、入浴、排泄、食事等の介護、相談及び援助、社

会生活上の便宜の供与その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話

を行うことにより、利用者がその有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができる

よう支援します。また、事業所は、利用者の意思及び人格を尊重し、常にその者の立場に

立ってサービスを提供し、提供にあたっては、市町村、居宅介護支援事業者、居宅サービ

ス事業者、他の介護保険施設及びその他の保健医療サービス又は福祉サービスを提供する

ものとの密接な連携に努めます。 

 

 

 

３．従業者の職種・業務及び人員体制    （*は２０２２年１０月１日現在の人数です） 

管理者 
１名（常勤・兼務） 従業者の管理、業務の実施状況の把握その他の

管理を一元的に行います。 

医師 
１名以上 

（*非常勤１名） 

利用者の診察、健康管理及び療養上の指導を行

います。 

生活相談員 
１名以上 

（*常勤１名） 

関係職員と連携し、利用者の生活相談、生活援

助を行います。 

介護職員 
３５名以上 

（*常勤３２名、非常勤８名） 

利用者の生活全般にわたる介護業務を行いま

す。 

看護職員 
５名以上 

（*常勤５名、非常勤２名） 

利用者の看護、介護、疾病の予防、保健衛生管

理を行います。 

管理栄養士 
１名以上 

（*常勤１名） 

食事の献立作成、栄養計算、利用者への栄養相

談を行います。 

機能訓練 

指導員 

１名以上 

（*常勤２名、1名兼務） 

日常生活を営むのに必要な機能を改善し、又は

その減退を防止するための訓練を行います。 

介護支援 

専門員 

１名以上 

（*常勤１名） 

利用者の施設サービス計画の作成等を行いま

す。 

介護職員 看護職員 生活相談員・それ以外の職員 

早出 ７：００～１６：００ 日勤 ８：００～１７：００ 日勤 ８：４５～１７：４５ 

日勤 ８：００～１７：００ 日勤 ９：３０～１８：３０  

  １０：００～１９：００ 機能訓練指導員  

  １２：００～２１：００ 日勤 ８：４５～１７：４５  

遅出１３：００～２２：００ 上記以外にもパート職員など必要に応じ短時間勤務の職員を

配置しています。 夜勤２２：００～ ７：００ 
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４．居室及び設備の概要 

居室について 

入居される居室は、４人部屋が中心となりますが利用者の身体状況や精

神状況の必要に応じて２人部屋､１人部屋の入居を検討いたします。 

利用者の心身の状況により居室の変更を行なう場合がありますが、その

際には利用者若しくは家族と相談の上決定いたします。また、利用者又

は家族から居室変更の申し出があった場合は事業所で検討いたします

が、ご要望に添えない場合もありますのでご了解下さい。 

定員と部屋数 

４人部屋・・・１３室 

２人部屋・・・・８室 

１人部屋・・・１２室 

その他設備 
事業所は、居室の他に食堂、浴室、洗面所及びトイレ、機能訓練室、医

務室及び静養室、その他法令の定める設備等を揃えています。 

 

 

 

５．事業所が提供するサービスの内容 

食事 

当事業所では管理栄養士の立てる献立と事業所の職員による、栄養並び

に利用者の心身の状況、嗜好を考慮した食事を提供いたします。また、

自立支援のため離床し、食事をしていただくことを原則としています。  

朝食８時、昼食１２時、夕食１７時半、お茶会１０時半 

介護 
食事の介助、着替え介助、排泄介助などその他日常生活上の世話を行い

ます。 

入浴 

入浴援助は月から日曜日まで（木曜日以外毎日）行います。週に２回の

入浴を基本としています。 

利用者の心身の状況等に応じて、機械浴又は清拭となる場合があります。 

排泄 利用者個々人の排泄パターンにあわせた排泄援助を行います。 

機能訓練 

機能訓練指導員により、利用者の心身の状況に応じて、日常生活を送る

のに必要な機能の維持回復、又はその減退を防止するための訓練を実施

します。 

健康管理 医師や看護師が健康管理を行います。 

その他 相談及び援助、その他社会生活上の便宜の供与を行います。 
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６．ご利用料金 

当事業所の提供するサービスの料金は以下の３種類があります。 

（１）利用料金が介護保険から給付される場合 

（２）食費・居住費 

（３）その他の利用料金（利用料金の全額を利用者が負担する場合） 

  

 

（１）利用料金が介護保険から給付される場合 

利用者負担額については、「介護保険負担割合証」に記載された割合（１割・２割・

３割）に応じた利用者負担額がかかります。 

 

①サービスの基本部分に係る料金 

利用者の介護度 要介護１ 要介護２ 要介護３ 要介護４ 要介護５ 

サービス名称 介護福祉施設Ⅱ １ 介護福祉施設Ⅱ ２ 介護福祉施設Ⅱ ３ 介護福祉施設Ⅱ ４ 介護福祉施設Ⅱ ５ 

サービスの単位 573単位 641単位 712単位 780単位 847単位 

日常生活継続支援加算（Ⅰ） 36単位 

看護体制加算(Ⅰ)ロ 4単位 

看護体制加算(Ⅱ)ロ 8単位 

夜勤職員配置加算(Ⅲ)ロ 16単位 

個別機能訓練加算(Ⅰ) 12単位 

単位数小計 649単位 717単位 788単位 856単位 923単位 

１単位の単価 10.14円 

費用総額 6,580円 7,270円 7,990円 8,679円 9,359円 

      介護保険の給付額（９割） 5,922円 6,543円 7,191円 7,811円 8,423円 

利用者負担額（１割）（１日あたり） ６５８円 ７２７円 ７９９円 ８６８円 ９３６円 

利用者負担額（１割） 

（３０日あたり） 
１９，７４３円 ２１，８１２円 ２３，９７１円 ２６，０４０円 ２８，０７８円 

介護保険の給付額（８割） 5,264円 5,816円 6,392円 6,943円 7,487円 

利用者負担額（２割）（１日あたり） １，３１６円 １，４５４円 １，５９８円 １，７３６円 １，８７２円 

利用者負担額（２割） 

（３０日あたり） 
３９，４８５円 ４３，６２３円 ４７，９４２円 ５２，０７９円 ５６，１５６円 

介護保険の給付額（７割） 4,606円 5,089円 5,593円 6,075円 6,551円 

利用者負担額（３割）（１日あたり） １，９７４円 ２，１８１円 ２，３９７円 ２，６０４円 ２，８０８円 

利用者負担額（３割） 

（３０日あたり） 
５９，２２８円 ６５，４３４円 ７１，９１３円 ７８，１１９円 ８４，２３３円 
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②加算等 

ア．科学的介護推進体制加算（Ⅱ） 

  提供するサービスの質を向上のため、厚生労働省の科学的介護情報システム（ＬＩＦ

Ｅ）に利用者の必要な情報を提供し、計画、実行、評価、改善のサイクルを通じた取り

組みを行うことにより、この加算を算定します。 

 サービスの単位 単価 費用総額 介護保険の給付額 利用者負担額 

科学的介護 

推進体制加算 

（Ⅱ） 

50単位 10.14円 507円 

(9割)  456円 (1割)  ５１円 

(8割)  405円 (2割) １０２円 

(7割)  354円 (3割) １５３円 

※１月あたりの金額です。 

 

イ．個別機能訓練加算（Ⅱ） 

上記①の個別機能訓練(Ⅰ)に加え、厚生労働省の科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）

への提出情報及びフィードバック情報を活用し、利用者の状態に応じた個別機能訓練計

画の作成、当該計画に基づく個別機能訓練の実施、当該実施内容の評価、評価結果を踏

まえた当該計画の見直し・改善の一連のサイクル（ＰＤＣＡサイクル）により、サービ

スの質の管理を行うことにより、この加算を算定します。 

 サービスの単位 単価 費用総額 介護保険の給付額 利用者負担額（１月） 

個別機能 

訓練加算（Ⅱ） 
20単位 10.14円 202円 

(9割)  181円 (1割)  ２１円 

(8割)  161円 (2割)  ４１円 

(7割)  141円 (3割)  ６１円 

 

 

ウ．療養食加算 

当事業所において、厚生労働省が定める療養食を提供した際には、この加算を算定しま

す。（１回ごとに、１日３回を限度に算定します。） 

 サービス単位 単価 総費用額 介護保険給付額 利用者負担額（１回） 利用者負担額（３０日） 

療養食

加算 
6単位 10.14円 60円 

(9割) 54円 (1割)  ６円 (1 割) ５４８円 

(8割) 48円 (2割) １２円 (2 割)１，０９５円 

(7割) 42円 (3割) １８円 (3 割)１，６４３円 

※利用者負担額（30日）は、1日 3回の 30日で計算した場合の金額です。 

 

 

エ．初期加算 

入所された日から３０日間は、この加算を算定します。 

 サービス単位 単価 総費用額 介護保険給付額 利用者負担額（１日） 利用者負担額（３０日） 

初期 

加算 
30単位 10.14円 304円 

(9割) 273円 (1割) ３１円 (1 割 ) ９１３円 

(8割) 243円 (2割) ６１円 (2 割)１，８２６円 

(7割) 212円 (3割) ９２円 (3 割)２，７３８円 
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オ．安全対策体制加算 

事故防止のため指針の作成・委員会の開催・研修の実施、担当者の配置など組織的に安

全対策を実施する体制を備えているため、入居時１回に限りこの加算を算定します。 

 サービスの単位 単価 費用総額 介護保険の給付額 利用者負担額 

安全対策体制

加算 
20単位 10.14円 202円 

(9割)  181円 (1割)  ２１円 

(8割)  161円 (2割)  ４１円 

(7割)  141円 (3割)  ６１円 

 

 

カ．外泊時費用 

入所者が病院等へ入院された場合、ご自宅等へ外泊された場合に、１月に６日を限度に

所定単位数に変えてこの費用を算定します。 

 サービス単位 単価 総費用額 介護保険給付額 利用者負担額（１日） 利用者負担額（６日） 

外泊時 

加算 
246単位 10.14円 2,494円 

(9 割) 2,244 円 (1 割) ２５０円 (1 割)１，４９７円 

(8 割) 1,995 円 (2 割) ４９９円 (2 割)２，９９４円 

(7 割) 1,745 円 (3 割) ７４９円 (3 割 )４，４９０円 

 

 

キ．看取り介護加算（Ⅰ） 

厚生労働省の定める基準に基づき、当事業所が入所者に対して看取りに関する介護を行

った場合にこの加算を算定します。 

看取り介護加算 サービス単位 単価 費用総額 介護保険給付額 利用者負担額（１日） 

死亡日以前  

３１日以上４５日以下 
72単位 10.14円 730円 

(9 割) ６５７円 (1 割)  ７３円 

(8 割) ５８４円 (2 割) １４６円 

(7 割) ５１１円 (3 割) ２１９円 

死亡日以前 

４日以上３０日以下 
144単位 10.14円 1,460円 

(9 割) 1,314 円 (1 割) １４６円 

(8 割) 1,168 円 (2 割) ２９２円 

(7 割) 1,022 円 (3 割) ４３８円 

死亡日 

前日及び前々日 
680単位 10.14円 6,895円 

(9 割) 6,205 円 (1 割) ６９０円 

(8 割) 5,516 円 (2 割)１，３７９円 

(7割) 4,826 円 (3 割)２，０６９円 

死亡日 1,280単位 10.14円 12,979円 

(9 割) 11,681 円 (1 割)１，２９８円 

(8 割) 10,383 円 (2 割)２，５９６円 

(7割) 9,085 円 (3 割)３，８９４円 
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ク．認知症行動・心理症状緊急対応加算 

医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であり、緊急

に介護福祉施設サービスを行なう必要があると判断した者が入所した場合、入所された日

から７日間は、この加算を算定します。 

 サービス単位 単価 総費用額 介護保険給付額 利用者負担額（１日） 利用者負担額（７日） 

認知症行動 

・心理症状 

緊急対応加算 

200単位 10.14円 2,028円 

(9割) 1,825円 (1 割) ２０３円 (1 割)１，４２０円 

(8割) 1,622円 (2 割) ４０６円 (2 割)２，８４０円 

(7割) 1,419円 (3 割) ６０９円 (3 割)４，２５９円 

 

 

ケ．経口維持加算（Ⅰ） 

経口摂取でありながら摂食機能障害を有し、誤嚥が認められる入所者に対し会議等を通

じ作成した経口維持計画に基づいた栄養管理を行った場合に、この加算を算定します。 

 サービス単位 単価 費用総額 介護保険給付額 利用者負担額（１月） 

経口維持加算（Ⅰ） 400単位 10.14円 4,056円 

(9 割) 3,650 円 (1 割) ４０６円 

(8 割) 3,244 円 (2 割) ８１２円 

(7 割) 2,839 円 (3 割)１，２１７円 

 

 

コ．経口移行加算 

現に経管から食事摂取している入所者に対し、医師の指示に基づき、職員が共同して経

口移行計画を作成し、計画に従い管理栄養士による栄養管理、看護職員による支援を行っ

た場合に、この加算を算定します。 

 サービス単位 単価 総費用額 介護保険給付額 利用者負担額（１日） 利用者負担額（３０日） 

経口移行 

加算 
28単位 10.14円 283円 

(9割) 254円 (1割)  ２９円 (1 割) ８５２円 

(8割) 226円 (2割)  ５７円 (2 割)１，７０４円 

(7割) 198円 (3割)  ８５円 (3 割)２，５５６円 

 

 

サ．口腔衛生管理加算(Ⅰ)(Ⅱ) 

 入居者に対し歯科衛生士が口腔の管理を行い職員へ助言や指導を行った場合、また口腔

に関する情報を厚生労働省の科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）へ提出し提出情報及び

フィードバック情報を活用した場合にこの加算を算定します。 

 サービス単位 単価 費用総額 介護保険給付額 利用者負担額（１月） 

口腔衛生管理加算 

(Ⅰ) 
90単位 10.14円 912円 

(9割)  820円 (1割)   ９２円 

(8割)  729円 (2割) １８３円 

(7割)  638円 (3割) ２７４円 

口腔衛生管理加算 

(Ⅱ) 
110単位 10.14円 1,115円 

(9割) 1,003円 (1割) １１２円 

(8割)  892円 (2割) ２２３円 

(7割)  780円 (3割) ３３５円 
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シ．若年性認知症入所者受入加算 

若年性認知症の利用者を受け入れてサービスを提供した場合に以下の加算を算定します。 

 サービス単位 単価 費用総額 介護保険給付額 利用者負担額（１日） 

若年性認知症 

利用者受入加算 
120単位 10.14円 1,216円 

(9 割) 1,094 円 (1 割) １２２円 

(8 割 ) 972 円 (2 割) ２４４円 

(7 割 ) 851 円 (3 割) ３６５円 

 

 

ス．外泊時在宅サービス利用費用 （カの外泊時費用を算定している場合は算定しません。） 

入所者が居宅に外泊し、当事業所により居宅サービスを提供する場合は、１月に６日を

限度として所定単位数に代えてこの費用を算定します。 

 サービス単位 単価 総費用額 介護保険給付額 利用者負担額（１日） 利用者負担額（６日） 

外泊時在宅 

サービス利用費用 
560単位 10.14円 5,678円 

(9割) 5,110円 (1 割)  ５６８円 (1 割)３，４０７円 

(8割) 4,542円 (2 割)  １，１３６円 (2 割)６，８１４円 

(7割) 3,974円 (3 割)  １，７０４円 (3 割)１０，２２１円 

 

 

セ．配置医師緊急時対応加算 

施設の配置医師が、入所者の緊急の状況により下記の時間帯に診療を行った場合に、時

間帯に応じて１回につきこの加算を算定します。 

配置医師緊急時対応加算 サービス単位 単価 費用総額 介護保険給付額 利用者負担額（１回） 

早朝（午前６時から午前８時まで） 

夜間（午後６時から午後10時まで） 
650単位 10.14円 6,591円 

(9 割) 5,931 円 (1 割) ６６０円 

(8 割) 5,272円 (2 割)１，３１９円 

(7 割) 4,613 円 (3 割)１，９７８円 

深夜（午後10時から午前６時まで） 1,300単位 10.14円 13,182円 

(9 割) 11,863 円 (1 割)１，３１９円 

(8 割) 10,545 円 (2 割)２，６３７円 

(7 割)  9,227 円 (3 割)３，９５５円 

 

 

ソ．再入所時栄養連携加算 

入院等で施設を退所した入居者が、再度入所する際に栄養状況の管理のために管理栄養

士が、病院等の管理栄養士と連携し栄養ケア計画を作成した場合、この加算を算定します。 

 サービス単位 単価 費用総額 介護保険給付額 利用者負担額（１回） 

再入所時 

栄養連携加算 
400単位 10.14円 4,056円 

(9 割) 3,650 円 (1 割) ４０６円 

(8 割) 3,244 円 (2 割) ８１２円 

(7 割) 2,839 円 (3 割)１，２１７円 

 

 

 

 

 



10 

 

タ．褥瘡マネジメント加算(Ⅰ)(Ⅱ) 

継続的に入所者ごとの褥瘡管理をした場合、また必要な情報を厚生労働省の科学的介護

情報システム（ＬＩＦＥ）へ提出した場合に、この単位数を加算します。 

 サービス単位 単価 費用総額 介護保険給付額 利用者負担額（１月） 

褥瘡マネジメント 

加算(Ⅰ) 
3単位 10.14円 30円 

(9割)  27円 (1割)  ３円 

(8割)  24円 (2割)  ６円 

(7割)  21円 (3割)  ９円 

褥瘡マネジメント 

加算(Ⅱ) 
13単位 10.14円 131円 

(9割)  117円 (1割) １４円 

(8割)  104円 (2割) ２７円 

(7割)  91円 (3割) ４０円 

 

 

 

チ．口腔衛生管理体制加算 

歯科医師または歯科衛生士の指示を受けた歯科衛生士が、職員に対する口腔ケアに係る

技術的助及び指導を月に１回以上行った場合に、この加算を算定します。 

 サービス単位 単価 費用総額 介護保険給付額 利用者負担額（１月） 

口腔衛生管理 

体制加算 
30単位 10.14円 304円 

(9割)  273円 (1割) ３１円 

(8割)  243円 (2割) ６１円 

(7割)  212円 (3割) ９２円 

 

 

 

ツ．排せつ支援加算(Ⅰ)(Ⅱ)(Ⅲ) 

 当事業所は、利用者の排せつ支援に関する計画書の作成と支援の実施、排せつ支援に関

する情報を厚生労働省の科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）へ提出し提出情報及びフィ

ードバック情報を活用した場合にこの加算を算定します。 

 サービス単位 単価 費用総額 介護保険給付額 利用者負担額（１月） 

排せつ支援加算 

(Ⅰ) 
10単位 10.14円 101円 

(9割)  90円 (1割) １１円 

(8割)  80円 (2割) ２１円 

(7割)  70円 (3割) ３１円 

排せつ支援加算 

 (Ⅱ) 
15単位 10.14円 152円 

(9割)  136円 (1割) １６円 

(8割)  121円 (2割) ３１円 

(7割)  106円 (3割) ４６円 

排せつ支援加算 

 (Ⅲ) 
20単位 10.14円 202円 

(9割)  181円 (1割) ２１円 

(8割)  161円 (2割) ４１円 

(7割)  141円 (3割) ６１円 
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テ．ＡＤＬ維持等加算(Ⅱ) 

当事業所は、利用者のＡＤＬの維持や改善のため定期的な利用者のＡＤＬの評価を行う

とともに厚生労働省の科学的介護情報システム（ＬＩＦＥ）にその情報を提供し、この加

算を算定します。 

 サービス単位 単価 費用総額 介護保険給付額 利用者負担額（１月） 

ＡＤＬ維持等加算 

(Ⅱ) 
60単位 10.14円 608円 

(9割)  547円 (1割) ６１円 

(8割)  486円 (2割)１２２円 

(7割)  425円 (3割)１８３円 

 

 

ト．介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 

当事業所は、厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員の賃金の改善等を実施

しているため、この加算を算定します。 

 サービス単位 単価 

介護職員 

処遇改善加算（Ⅰ） 

上記①と②アからテまでにより算定した単位数の1000分の

83に相当する単位数（8.3％の単位数が加算されます。） 
10.14円 

 

 

ナ．介護職員等特定処遇改善加算（Ⅰ） 

当事業所は、厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実

施しているため、上記トとは別に、この加算を算定します。 

 サービス単位 単価 

介護職員等特定 

処遇改善加算（Ⅰ） 

上記①と②アからテまでにより算定した単位数の1000分の

27に相当する単位数（2.7％の単位数が加算されます。） 
10.14円 

 

 

ニ．介護職員等ベースアップ等支援加算 

当事業所は、厚生労働大臣が定める基準に適合している介護職員等の賃金の改善等を実

施しているため、上記ト、ナとは別に、この加算を算定します。 

 サービス単位 単価 

介護職員等ベース

アップ等支援加算 

上記①と②アからテまでにより算定した単位数の1000分の

16に相当する単位数（1.6％の単位数が加算されます。） 
10.14円 
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なお、上記（１）の①②の「利用者負担額」については、高額介護サービス費として以下

の上限が設定されています。 

利用者負担段階 利用者負担上限額（月額） 

個人の場合 世帯の場合 

第 1段階 世帯全員が市町村民税非課税で、老齢福祉年金を受

給している方、生活保護を受給している方 
15,000円 

24,600円 
第 2段階 世帯全員が市町村民税非課税で、本人の前年の公的

年金収入と合計所得金額の合計が 80万円以下の方 

第 3段階 世帯全員が市町村民税非課税で、利用者負担段階が

第 1・第 2段階以外の方 
24,600円 

第 4段階 市町村民税課税世帯で、課税所得 380 万円（年収約

770万円）未満 
44,400円 44,400円 

第 5段階 課税所得 380万円（年収約 770万円）～課税所得 690

万円（年収約 1,160万円）未満 
93,000円 

第 6段階 課税所得 690万円（年収約 1,160万円）以上 140,100円 

※ 所得金額は課税所得であり、課税年金収入には遺族年金や障害年金等の非課税年金は含みません。 

※ 事業所にて代理受領を行っている市町村と、行っていない市町村がありますので、ご注意ください。 

 

 

（２）食費・滞在費 

食費、滞在費については、以下の費用がかかります。介護保険負担限度額認定を

受けている場合には、その認定証に記載された金額で計算します。 

 

・食費（１日あたり） 

利用者負担段階 第１段階 第２段階 第３段階 

① 

第３段階 

② 

第４段階 

以上 

利用者負担額 ３００円 ３９０円 ６５０円 １，３６０円 １，４４５円 

 

・居住費（１日あたり） 

利用者負担段階 第１段階 第２段階 第３段階 第４段階以上 

多床室 ０円 ３７０円 ３７０円 ８５５円 
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（３）その他の利用料金（利用料金の全額を利用者が負担する場合） 

費用項目 内容及び金額 

医療費 

かりぷ医務室、訪問歯科や他科受診、調剤薬局の処方薬剤の料金 

かりぷ医務室、訪問歯科の料金については、毎月の利用料金の請

求書に金額が合わせて記載されます。 

 調剤薬局（かりぷ医務室発行の処方箋に基づく）の料金は、毎月

の請求書送付時に調剤薬局の請求書を同封しますので、調剤薬局の

指定する方法で別途お支払いください。 

他科を受診された場合（その際の処方薬剤の料金を含む）は、当

該医療機関、調剤薬局にて料金をお支払いください。 

なお、医療保険の請求ができない材料費はご利用者の負担となりま

す。 

理容・美容 

サービス料金 

理髪サービス利用料金 １，７３０円（税込み） 

美容サービス利用料金 ４，２００円（税込み） 

翌月精算となります。（１回あたりの金額です。） 

※施設が契約している理美容業者の定める金額です。 

ドライ 

クリーニング代 

ご希望により、業者へ委託します。翌月精算となります。 

電話代 
居室の電話を使用できます。使用分の実費がかかります。 

（０発信で通話できます。） 

利用者個人で購読 

する新聞、書籍代 

実費 

予防接種料金 

インフルエンザ予防接種料金 １回あたり １，４００円 

（非課税世帯の場合は０円） 

※札幌市の金額です。（市町村によっては異なる場合があります。） 

肺炎球菌ワクチン予防接種料金 １回あたり ６，３００円 

事務管理費 
ご希望者の通帳等管理の手数料として、 

１ヶ月あたり５００円＋消費税 

電気料金 
冷蔵庫使用の場合 １ヶ月あたり７５０円＋消費税 

（２４時間通電する個人の電気製品の電気代） 

料金支払いに係る 

手数料 

利用料金をお支払いいただく際の手数料については、利用者にご負

担いただきます。 

①郵便口座自動払い込み・・・１０円 

②銀行口座預金振替・・・・・１５０円＋消費税 

③郵便払込票による払込み・・１５０円～４１０円 

               （請求金額により異なります。） 

サービス提供記録の

複写物の料金 

サービスの実施記録の複写物をご希望される場合、実費相当額をお

支払いいただきます。 

サービス記録の複写物 １枚につき１０円＋消費税 

診断書 
成年後見制度の申請、生命保険会社への提出 １通 ５，０００円 

その他の診断書              １通 ３，０００円 
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死亡診断書料金 
死亡診断書 ３，０００円＋消費税 

（２通目以降１，５００円＋消費税） 

写真代 １枚５０円＋消費税 

面会時の感染対策 

用品の料金 

面会の際の、マスク・防護服・フェイスシールドの実費相当額をご

負担いただきます。感染対策のためご面会で入館いただく際には、

マスク・防護服・フェイスシールドなど施設で準備する感染対策用

品の装着をお願いいたします。実費相当額は適宜お知らせします。 

その他 

その他、レクリエーションやクラブ活動、外出行事等でかかる費用

や、入所者の日常生活上の便宜で利用者に負担していただくことが

妥当と判断されるものについては、その実費をご負担いただきま

す。 

 

 

７．ご利用料金のお支払いについて 

料金及び 

ご請求 

料金及びその他の費用は、１ヶ月ごとに計算し翌月に請求書を送付い

たします。 

お支払方法 

現金による窓口でのお支払いの場合 

窓口：社会福祉法人協立いつくしみの会法人事務局 

住所：札幌市厚別区厚別中央５条６丁目５番２０号 

（特別養護老人ホームかりぷ・あつべつ事務室内） 

受付曜日：平日（土日祝日及び年末年始は休み） 

受付時間：午前９時～午後１６時 

電話番号：０１１－８９６－１１６５ 

  ※上記受付曜日及び受付時間以外は対応できませんのでご了解く

ださい。 

  ※盗難紛失事故等の防止のため職員による集金でのお支払いはお

受けしておりませんので、ご了承ください。 

 現金以外でのお支払いをご希望される場合は、下記の①～③よりお

選びください。（なお、①の方法にてお支払いいただく場合は「自動払

込利用申込書」、②の方法でお支払いいただく場合は「預金口座振替依

頼書」にて郵便局又は金融機関に別途お申込みしていただきます。） 

①郵便口座からの自動払い込み 

ご指定の郵便口座からの自動払い込みにてお支払いいただけます。 

引き落とし日は２５日及び末日（引き落とし日が土日祝日の場合

は翌営業日）です。 

自動払い込みに係る手数料（１０円）は利用者にご負担いただき

ます。 

なお、通帳には 

    （いつくしみの会）自払  請求金額(円) 

     料金            １０(円)  

の２段で記載されます。事業所（法人）は請求金額分（上段）の領
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収書を翌月の請求書発送時に合わせて送付いたします。 

下段の料金（１０円）は自動払い込みに係る郵便局の手数料であ

り、手数料に係る請求書及び領収書は発行されません。（通帳への記

載が郵便局による手数料の領収書の扱いとなります。） 

 

②銀行口座からの預金口座振替 

ご指定の金融機関からの口座振替にてお支払いいただけます。 

振替日は２７日（振替日が土日祝日の場合は翌営業日）です。 

口座振替に係る手数料（１５０円＋消費税）は利用者にご負担いた

だきます。 

なお、通帳には 

    ＨＳ．イツクシミノカイ    振替金額 

と１行で記載されます。振替金額は、当法人の請求金額と振替手数料

の合計金額となります。 

通帳に記載される「ＨＳ」とは口座振替業者名（北洋システム開発

株式会社）を指しており、同社の振替手数料（150円＋消費税）が当

事業所（法人）の請求金額（利用料金）に上乗せされ、引き落としさ

れます。 

また、振替手数料は振替の結果に関わらず手数料がかかる仕組みの

ため、残高不足等の理由により口座振替ができなかった場合には翌月

の振替の際にその振替手数料分が上乗せされますので、ご注意くださ

い。 

事業所（法人）は請求金額と振替手数料の領収書を翌月の請求書発

送時に合わせて送付いたします。 

 

③郵便振込み用紙によるお振込み 

請求書発送時に「払込取扱票」を同封いたしますので、お近くの郵

便局よりお振込みにてお支払いください。 

なお、お振込みに係る手数料１５０円～４１０円（請求金額によ

り異なります。）は利用者にご負担いただきます。 

なお、①郵便自動払い込み、②預金口座振替については、申し込み

の日にちによっては郵便局及び金融機関の手続きが間に合わない場合

があります。その際、手続き完了までの利用料金は現金窓口若しくは

③郵便振込み用紙によるお振込みでお支払いいただきます。 

また、これらの手数料は郵便局及び口座振替業者の基準による 2019年

10 月 1 日現在の手数料額です。業者による手数料額の変更や消費税の

変更等に伴い、当法人の責によらず、手数料が変更となる場合があり

ますので予めご了承ください。 
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８．入居中の医療の提供について（協力医療機関等） 

入居中の 

医療提供 

入居中は、かりぷ医務室で医師が診察をします。精査、入院等の医療

を必要とする場合は下記の協力医療機関や施設近隣の医療機関を紹介

させていただきます。 

但し、協力及び紹介医療機関はそこでの優先的な診療、入院治療を保

証するものではなく、また、そこでの診療、入院治療を義務付けるもの

でもありません。 

協力医療機関 

病院名：勤医協中央病院 

住 所：札幌市東区東苗穂５条１丁目９－１ 

電 話：０１１－７８２－９１１１ 

協力歯科医療機

関 

病院名：勤医協もみじ台歯科診療所 

住 所：札幌市厚別区もみじ台南１丁目２－１０ 

電 話：０１１－８９７－９０３３ 

 

 

９．事業所を退去していただく場合（契約の終了について） 

契約の更新 

及び終了 

当事業所では契約が終了する期日は特に定めておりません。従って、以

下のような事由がない限り、継続してサービスを利用する事ができます

が、仮に以下のような事項に該当するに至った場合には、事業所との契

約は終了し退居していただくことになります。 

⚫ ご契約者が死亡した場合 

⚫ 要介護認定によりご契約者の心身の状況が自立又は要支援と認定さ

れた場合 

⚫ 2015年 4月以降に入居された方で、要介護認定により要介護１若し

くは要介護２と認定された場合（ただし、要介護１、２と認定され

た場合でも特例入所の要件に該当する場合は契約は継続します。） 

⚫ 特段の事情等により事業者が利用者に対しサービスの提供が不可能

となった場合 

⚫ 利用者から退居の申し出があった場合（詳細は別記Ａ） 

⚫ 事業者から退居の申し出を行った場合（詳細は別記Ｂ） 

Ａ 

利用者からの 

契約解除の 

申し出 

契約の有効期間であっても、利用者から退居を申し出ることができま

す。その場合は退居を希望する日の７日前までに届け出てください。 

但し、以下の場合においては、即時に契約を解約・解除し、施設を退居

できるものとします。 

⚫ 介護保険給付対象外サービスの利用料金変更に同意できない場合 

⚫ 利用者が入院された場合 

⚫ 事業所や事業所の従業者が、正当な理由なく、施設サービスを実施

しない場合 

⚫ 事業所や事業所の従業者が下記２１に定める守秘義務に違反した場

合 

⚫ 事業所や事業所の従業者が利用者の身体、財産、信用等を傷付ける
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などの不信行為により、その後の入居を継続しがたい事情があった

場合 

⚫ 他の利用者がご契約者の身体、財産、信用等を傷付けた場合もしく

は傷付ける恐れがある場合に、事業者が適切な対応をとらない場合 

Ｂ 

事業所からの 

契約解除の 

申し出 

以下の事項に該当する場合には、当事業所から退居していただく事があ

ります。 

⚫ 入居にあたり、ご利用者の心身の状況や病歴、その他の重要事項に

ついて、事業所に告げない、又は虚偽の報告をしたことなどにより、

その後の入居を継続しがたい事情があった場合 

⚫ サービス利用料金の支払いが６ヶ月以上遅延し、催促にもかかわら

ず３０日以内に支払われない場合 

⚫ 利用者が、故意や過失等により事業者や他利用者の生命や身体、財

産、信用等を傷つけるなどの不信行為により、その後の入居を継続

しがたい事情があった場合 

⚫ 利用者又は家族が、サービスの利用に関する指示等に従わないこと

などにより、要介護状態を悪化させたと認められる場合 

⚫ 利用者又は家族等が、他の利用者、家族等若しくは事業所又は従業

者に対する、暴力、暴言、威嚇（口頭によるものも含む）、セクシャ

ルハラスメント、パワーハラスメント、モラルハラスメント、及び

それらと相応又は同等の行為により、適切なサービス提供の継続が

困難であると判断できる場合 

⚫ 利用者が他の介護施設（介護老人福祉施設、介護老人保健施設、介

護療養医療施設）に入所した場合 

⚫ 利用者が連続して３ヶ月以上、病院や診療所等の医療機関へ入院す

ると見込まれる場合、もしくは入院した場合 

⚫ 利用者又は家族等と事業所との信頼関係に支障をきたし、その回復

が困難で、適切なサービスの提供を継続できないと判断できる場合 

 

 

 

 

１０．入院の取り扱いについて 

医療機関へ入院された場合は以下のように、取り扱いさせていただきます。 

① 

検査入院などの 

短期入院の場合 

１ヶ月につき６日以内（連続して７泊、複数の月にまたがる場合は

最大１２泊）の短期入院の場合は、退院後再び事業所に入所するこ

とができます。但し、入院期間中であっても、所定の料金（外泊時

加算の利用者負担額及び居住費）をご負担いただきます。 

② 

①の期間を超える

入院の場合 

短期入院の期間を超える入院について、入院後７日で入所の契約は

いったん解除となりますが、３ヶ月以内に退院された場合は、退院

後再び事業所に入所できます。但し、入院時の予定よりも早く退院

された場合などにおいて、事業所の受け入れ準備等が整っていない
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場合には、併設の短期入所生活介護の居室をご利用いただく場合も

あります。なお、入院期間中で①にあたる期間は、①の料金をご負

担いただきます。 

③ 

３ヶ月以内の退院

が見込まれない場

合又は、退院が困

難な場合 

３ヶ月以内の退院が見込まれない場合には、原則入居の契約を解除

させていただきます。（施設を退去していただきます。） 

退去後、当施設への入居をご希望される場合は、再度新たに入居の

お申し込みをしていただきます。 

※退所後の当施設への入所については、札幌市の定める判定基準に

基づき判定しますので優先的に入居できるものではありません。 

上記、入院期間中の利用料金については、介護保険から給付される費用の一部をご負担い

ただくものです。なお、入院期間中はご利用になっていた居室を短期入所生活介護の居室

として利用させていただくことがあります。この場合は、所定の料金はいただきません。 

 

 

 

１１．身体拘束の禁止について 

身体拘束の 

禁止 

サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を

保護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束その他利用者の

行動を制限する行為（以下「身体拘束等」）を行いません。 

「緊急やむを得

ない場合」の 

判断・検討 

緊急やむを得ない場合かは、以下の要件をすべて満たす状態であるか

管理者、医師、看護職員、介護職員、介護支援専門員等で合議、検討

します。職員が個人では判断しません。 

・当該利用者又は他の利用者等の生命又は身体が危険にさらされる

可能性が著しく高い場合（切迫性） 

・身体的拘束等を行う以外に代替えする介護方法がないこと。（非代

替性） 

・身体的拘束等が一時的であること。（一時性） 

家族への説明 

緊急やむを得ない場合は、あらかじめ利用者の家族に身体的拘束等の

内容、目的、理由、拘束等の時間帯、期間等を詳細に説明し、同意を

文書で得た場合のみ、その条件と期間内においてのみ行うものとしま

す。 

記録 
緊急やむを得ず身体拘束等を行う場合は、その様態及び時間、その際の

利用者の心身の状況、緊急やむを得ない理由を記録します。 

拘束の解除 
適時、身体拘束解除に向けての評価を行い、継続の必要性がないと判断

した場合は速やかに解除を行います。 
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１２．残置物の引き取りと居室の明け渡し 

残置物の 

引き取りと 

居室の明け渡し 

入居契約が終了した際には、当事業所に残された利用者の所持品（残置

物）を引き取り、居室を明け渡ししていただきます。契約終了後２週間

以内に基本的にすべてのお荷物をお持ち帰りいただきます。なお、やむ

を得ない事情がある場合には、その旨を事業所へ連絡ください。 

また、利用者が引き取れない場合や居室の明け渡しができない場合に備

え、身元引受人を定めていただきます。 

なお、残置物の引き取り、引き渡し及び処分等にかかる費用については、

ご契約者又は身元引受人のご負担となります。 

 

 

１３．身元引受人 

身元引受人 

契約にあたっては、契約終了後の残置物の引き取り及び利用料金等の滞

納があった場合に備えて、一切の残置物の引き取り及び債務の保証人と

して、身元引受人を定めていただきます。 

身元引受人 

の義務 

身元引受人は、契約終了により事業所から連絡があった際には、連絡後

２週間以内に残置物をお引き取り下さい。また身元引受人には、利用料

等の債務の保証人として下記の連帯保証人となっていただきます。 

 

 

１４．連帯保証人 

連帯保証人 

連帯保証人の方には、この契約から生じる利用者の債務について、限度

額８０万円の範囲内で連帯してご負担いただきます。その額は、利用者

又は連帯保証人が亡くなったときに確定し、生じた債務について、ご負

担いただく場合があります。 

連帯保証人から請求があった場合には、当事業所は、連帯保証人の方に

利用料等の支払い状況、滞納金の額、損害賠償の額等、利用者の全ての

債務の額等に関する情報を提供します。 

 

 

１５．緊急時・事故発生時の対応について 

緊急時・事故発

生時の対応 

サービス提供時に利用者の体調が急変した場合や緊急を要する場合、事

故が発生した場合には、速やかに市町村、家族や緊急連絡先（または契

約書記載の保証人）等に連絡するとともに、主治医への連絡を行う若し

くは受診するなど必要な措置を講じます。 

本重要事項説明書の最終ページに、上記の緊急連絡先について記載をお

願いしておりますので、正確にご記載ください。 

記録と 

再発防止策 

事業所は、事故の発生状況及び事故に際して採った処置について記録し

ます。また、事故の原因を解明し再発を防止するための対策を講じます。 

損害賠償 
事業所はサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、利用

者に対し速やかに損害賠償を行います。 
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１６．損害賠償について 

損害賠償 

事業所の責任により利用者に損害が生じた場合には、事業所は速やかに

その損害を賠償します。ただし、損害の発生について、利用者に故意又

は過失が認められた場合には、利用者の置かれた心身の状況等を斟酌し

て減額するのが相当と認められた場合には、事業所の損害賠償責任を減

じさせていただきます。 

保険加入先 

事業所（法人）は、事故等により利用者に損害を生じさせてしまった場

合に備え、下記の保険に加入しております。保険会社には必要時に利用

者、家族の個人情報を提供する場合がありますので、ご承知置きくださ

い。 

加入保険：介護事業者向け賠償責任保険（ウォームハート） 

保険会社：損害保険ジャパン株式会社 

 

 

 

１７． 感染症予防及びまん延防止対策について 

感染症予防 

及び 

まん延防止対策 

当事業所は、感染症が発生しまん延しないように、感染症の予防及びま

ん延防止及び感染症発生時に対応する指針、及び業務継続計画を作成

し、その責任者を定め以下の措置を講じます。 

①委員会を概ね６ヵ月に１回以上開催すると共に、事業所職員に周知徹

底します。 

②感染症予防及びまん延防止のための研修及び訓練を定期的（年１回以

上）に実施します。 

 

 

 

１８． 非常災害対策について 

非常災害対策 

当事業所は、非常災害に備えて消防計画及び風水害、地震等の災害に対

する指針及び業務継続計画を作成し、その責任者を定め以下の措置を講

じます。 

①業務継続計画の具体的内容を職員間に共有するとともに、職員教育を

組織的に浸透させていくために、定期的（年１回以上）に研修を実施

します。 

②非常災害に備え事業所内の役割分担の確認、災害が発生した場合に実

践するケアの演習等を定期的（年１回以上）に実施します。 

② 非常災害時に必要な備蓄品を揃えます。 
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１９．虐待の防止について 

職員の研修 

及び 

発見時の対応等 

事業所は利用者の人権の擁護・虐待の防止のため、次の措置を講じます。 

①虐待を防止するための従業者に対する研修を実施します。 

②その他虐待防止のために必要な措置を講じます。 

③サービス事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を現に養護

する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速

やかに市町村に通報します。 

担当者 当事業所の虐待に関する担当者は、事業所管理者とします。 

 

 

２０．サービス提供の記録について 

記録の整備と 

開示及び交付 

事業所は、利用者に対し提供したサービスの内容及びその他必要な記録

を整備します。利用者は、必要に応じてその記録の閲覧及び複写物の交

付を受けることができます。 

交付を希望される方は事業所管理者までお問い合わせください。なお、

複写物の交付については、別途料金がかかります。 

（１枚１０円＋消費税） 

 

 

２１．個人情報の取り扱いについて 

個人情報の 

取り扱い 

当法人及び事業所は「個人情報の保護に関する法律」及び介護保険法、

関連諸法令に基づき、個人情報を適正に取り扱いします。 

従業員に 

対する契約 

当法人、事業所の従業者は、雇用期間中及び退職後も、正当な理由なく

業務上知り得た利用者または家族の秘密及び個人情報を漏らさないこ

とを雇用契約時に誓約しています。 

個人情報使用の

同意について 

個人情報の取り扱いについては、別に定める「個人情報使用に係る同意

書」及び「ホームページ及び広報誌等への写真の使用に係る同意書」に

おいて、同意を得ることとします。 

個人情報 

取扱責任者 

特別養護老人ホームかりぷ・あつべつ 

施設長 鈴木 靖枝  生活相談員 山谷 拓司 

 

 

２２．提供するサービスの質の評価及び第三者評価の実施状況 

自己評価 

（質の評価）の 

取り組み 

当事業所では、自己評価の実施など、サービスの質の向上のための取り

組みを行っています。 

第三者評価 

の実施状況 

実施の有無 なし 

実施した直近の年月日 なし 

実施した評価機関の名称 なし 

評価結果の開示状況 なし 
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２３．相談・苦情の受付及び対応について 

事業所の 

苦情相談受付 

窓口 

当事業所は、利用者及び家族からの苦情に適切に対応するため、苦情受

付窓口、受付担当者を設置しています。 

受付窓口：特別養護老人ホームかりぷ・あつべつ 

担当者： 施設長 鈴木 靖枝  生活相談員 山谷 拓司 

受付時間：平日９時から１７時 

電話番号：０１１－８９６－１１６５ 

法人の 

第三者委員 

当法人では、苦情解決にあたって、社会性、客観性を確保し、利用者等

の立場や特性に配慮して、適切な対応を行うため、下記の第三者委員を

設置しています。 

・澤本 彰 

公益社団法人北海道勤労者医療協会 

本部事務局組織・広報部次長（元老人保健施設事務長） 

ＴＥＬ：０１１－８１３－５５１０ 

・藤原 洋一 

地域代表（元病院事務長） 

ＴＥＬ：０１１－８９２－４８３４ 

苦情等の処理に

あたって 

苦情の処理にあたっては、法人の苦情処理の手順及び別掲１の「苦情処

理の手順と解決のために講ずる具体的措置」に基づき必要な対応を行い

ます。 

外部の 

苦情相談窓口 

上記以外にも以下の公的な苦情相談窓口があります。 

札幌市保健福祉局高齢保健福祉部介護保険課 

住所：札幌市中央区北１条西２丁目（札幌市役所内） 

電話：０１１－２１１－２９７２ ＦＡＸ：０１１－２１８－５１１７ 

北海道国民健康保険団体連合会 総務部介護障害者支援課企画・苦情係 

住所：札幌市中央区南２条西１４丁目（国保会館内） 

電話：０１１－２３１－５１７５ ＦＡＸ：０１１－２３３－２１７８ 

北海道福祉サービス運営適正化委員会 

住所：札幌市中央区北２条西７丁目かでる 2・7（北海道社会福祉協議会内） 

電話：０１１－２０４－６３１０ ＦＡＸ：０１１－２０４－６３１１ 

札幌市厚別区第１地域包括支援センター 

住所：札幌市厚別区厚別町山本 750番地 6（栄和会内） 

電話：０１１－８９６－５０７７ ＦＡＸ：０１１－８９６－５０２１ 

札幌市厚別区第２地域包括支援センター 

住所：札幌市厚別区厚別南５丁目１－１０ 

電話：０１１－３７５－０６１０ ＦＡＸ：０１１－３７５－０６１５ 
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別掲 1 

社会福祉法人 協立いつくしみの会 

「苦情処理の手順と解決のために講ずる具体的措置」 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

苦情処理の手順と解決のために講ずる具体的措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

社会福祉法人 協立いつくしみの会  

苦情発生 苦情相談受付担当者 

事業所管理者への集中 

事実確認 

関係者への必要な 

ヒアリングの実施 

事業所内での事例検討 

関係者会議 

対応経過の報告と解決に向けた方針決定 

札幌市及び市町村 

国保連合会 

地域包括支援センター

ｂ 

法人の管理運営会議 

事例検討 

方針の実行 

本人・家族への説明 

解 決 
苦情内容及び対応の記録 

再発防止策 
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指定介護老人福祉施設  利用同意書 

この内容の証明のために本書２通を作成し、事業所、利用者（若しくは代理人）が記名捺印のうえ、双方１通を保有します。 

 

 指定介護老人福祉施設の開始にあたり、利用者に対し本書面に基づき重要な事項を説明し、

交付しました。 

  （住 所）札幌市厚別区厚別中央５条６丁目５番２０号 

  （事業所）特別養護老人ホームかりぷ・あつべつ 

事業所管理者：  鈴木 靖枝     

重要事項説明者：  山谷 拓司   ○印  

 

 

 

指定介護老人福祉施設の契約にあたり、事業者から重要事項説明書の内容について説明を受

け、理解したうえで同意し、交付を受けました。 

      西暦）２０   年   月   日 

 

         氏  名             ○印  電 話          

      利用者 

         住  所                            

 

該当する項目を☑し下記に記載してください。（□代筆者 ・□代理人 ・□身元引受人及び連帯保証人） 

 

         氏  名             ○印  電 話          

 

         住  所                            

 

利用者との関係（続柄など）         

 

≪緊急時・事故発生時の連絡先≫ 

家族等の緊急時の 

連絡先 

氏名                   続柄 

 

住所                   TEL 

 


